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前回は、2019年10月に見込まれている消費税引き上げと、それに伴って知っておくべき軽減税率、インボイス制度の概要
とスケジュールについて説明しました。今回は、さらに具体的に、軽減税率の対象品目を説明した上で、対象品目を取り扱
う事業者はどんな影響を受け、どんな対策が必要になるのかということを解説します。

対策に関しては、複数税率に対応するための設備投資や改修費の支出が生じる場合に有効となる軽減税率対策補助金
や、軽減税率対応に活用すべき税制措置や融資についても触れます。

軽減税率の対象品目と取り扱い事業者への影響

軽減税率が適用される対象品目は、大きく分けると2種類あります。

1つ目は飲食料品です。軽減税率が適用される対象品目は「食品表示法2条1項に規定する食品（酒税法に規定する種類
を除く）」と定められており、一定の要件を満たす一体資産も対象となります。一方、酒類や医薬品・医薬部外品・再生医療
等製品は含まれず、外食は対象ではありません。

「一体資産」とは、おもちゃ付きのお菓子のように食品と食品以外のものを一体化し、セット商品として販売者が値を付けた
商品です。そのうち、消費税を抜いた対価の額が1万円以下で、一体資産に含まれる食品部分の価格が全体の2/3以上で
あれば軽減税率の対象となります。

外食は対象ではないと説明しましたが、飲食店営業などの事業を営む場合でも、提供形態によっては軽減税率の対象に
なります。飲食料品を、テークアウトや出前、宅配などで提供するケースは対象になり、テーブル、椅子、カウンターなどの
飲食設備が置かれている場所において、飲食料品を飲食させる役務提供が除外されます。

2つ目の軽減税率対象品目は新聞です。定期購読契約に基づいて週2回以上発行される宅配新聞（スポーツ新聞や業界
紙、英字新聞も含む）が対象となります。

予定されている消費税の改正では、10％への引き上げ、軽減税率の導入、区分請求書など保存方式から適格請求書等保
存方式への移行というさまざまな大きな変革を伴います。そのため経理にもさまざまな影響が及びます。

特に軽減税率の対象品目を取り扱う事業者は、複数税率に区分する必要があります。請求書などには軽減税率対象品目
である旨や、税率ごとに区分した価格表示などの項目を記載するといった手間が増えます。このような影響に備え、現在使
用している設備の入れ替えなどで新たな設備投資が必要になるケースもあるでしょう。

そのような軽減税率に対応するための支出を補助する目的で、「軽減税率対策補助金」という中小企業・小規模事業者な
どが対象の制度が設けられています。これは新しい設備を導入する経費の一部を補助してくれる制度ですが、その他にも
税務面のメリットを享受できる損金算入や税額控除などの税務措置、軽減税率対応なら低金利となる融資などがありますか
らチェックしておきましょう。

中小企業・小規模事業社向けの軽減税率対策制度… 続きを読む
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